
１８

核冷戦は米国地域経済をどう変えたか

藤　岡　　　惇

「第２次大戦後の巨大な軍事支出が，アメリカの経済地理を大きく塗りかえた。…… ペンタゴン資金が

新たな工業的『ガンベルト』を作りだしたのだ。この広大なガンベルトは，ニューイングランドに発し ，

そこからフロリダに下がり ，テキサス ・コロラドをとお って，カリフォルニア ・シアトルに至ってい

る。」（アン ・マークセン『ガンベルトの興隆』より）

１． 軍需産業の立地運動の特質

　軍需受注の地域別盛哀

　軍需の配分のありかたは，米国の地域経済の盛衰に大きな影響を及ほしてきた。第２次大戦後

に， 軍需の地域別配分にはどのような変化がみられたのであろうか 。

　国防総省に兵器システムの完成品の納入を請け負う業者のことを，主契約企業（ｐ．ｍｅ

ＣＯｎｔ。。Ｃｔｏ。）といい，軍需配分の統計は，この主契約企業単位に集計されている。じっさいには主

契約企業は，兵器の部品やサフシステムをさまさまな下請け企業群に発注するので（下請け企業

群にまわる軍需量は，１９８１～９０年のデータによると主契約額の４０～５５％程度といわれる），下請け企業の

立地点まで軍需のゆくえを追跡しないことには正確さに欠けることになる。下請け企業レベルま

で見ると，軍需の地域的偏在は多少緩和されるようであるが，ここでは主契約受注額の地域別集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
中度をみることで我慢しなければならない 。

　主契約受注額の州別順位の推移をみた表一１によると ，第二次大戦期から１９８０年代のあいだに ，

軍需分布に巨大な変化が生じたことがわかる。すなわち第二次大戦の花形兵器（戦車航空機エン

ジン ・大砲なと）を擁した伝統的な重工業地帯の中西部　　とくに五大湖岸諸州が，大きく後退

した（ミシガンは２位から１６位に，オハイオは４位から１０位に，ペンシルバニアは５位から１１位に，イリノ

イは６位から２１位に，インディァナは８位から１５位に）。 これら五大湖岸５州だけで，大戦中の軍需の

３９．２％を占めていたが，８０年代には１１ ．３％まで激減した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そと　軍需の増えた地域はすべて，この伝統的重工業地帯の外一周縁部であ った。西部地域は全体と

して軍需シェアを大きく伸ばした。航空宇宙産業を擁するカリフォルニアを典型に（９ ．１％から

２２ ．０％に），西部６州の軍需シェアは，この問に１２ ．１％から２７ ．９％に急伸した 。

　南部諸州も平均すると軍需シェァを１５ ．６％から２７ ．５％に伸ばした。その旗頭が，航空機産業の

テキサス（１０位から３位に），宇宙産業のフロリダ（２７位から８位に），造船産業のヴ ァージニア（１７

位から７位に），航空機産業のジ ョージア（２２位から１４位に），造船産業のミシシ ッピ（３４位から１７位）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）
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表一１　主契約受注額の州別順位の変化 （全米比％）
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第２次大戦期
（１９４０－４５年平均）

ニューヨーク１０
．５

ミシガン１０
．５

カリフォルニア　９
．１

オハイオ８
．３

ペ　　ン　　シ　　ル　　ベ　　ニ　　ア　　　６ ．８

イリノイ６
．４

ニュージャージ　６
．３

インディアナ４
．８

コネチカ ット３
．８

テ　キ　サ　ス３
．８

マサチ ューセ ッッ　３
．５

メリーランド２
．５

ウィスコンシン　２
．４

ワシントン２
．１

ミズーリ２
．Ｏ

カ　　　　　ン　　　　ザ　　　　　ス　　　１ ．５

ヴァージニア１
．！

ア　ラ　バ　マ１
．Ｏ

ルイジアナ！
．Ｏ

オ　　　　　レ　　　　　ゴ　　　　　ン　　　　１ ．Ｏ

ミ　ネ　ソ　タＯ
．９

ジヨージアＯ
．９

ノースカロライナ　Ｏ
．９

テ　ネ　シ　 ーＯ
．９

オクラホマＯ
．９

ロードアイランド　Ｏ
．７

フロリダＯ
．７

メ　　ー　　ン　Ｏ
．６

ア　イ　オ　ワＯ
．６

ウエスト ・ヴァージニア　　Ｏ
．５

ケンタ ッキーＯ
．５

ネブラスカ０
．４

サウスカロライナ　Ｏ
．４

ミシシ ッピＯ
．３

アーカンソーＯ
．３

コ　ロ　ラ　ドＯ
．３

ユ　　　　　タ　Ｏ
．３

ニューハンプシャ　Ｏ
．２

デ　　　　ラ　　　　ウ　　　　エ　　　　ア　　　　Ｏ ．２

ア　リ　ゾ　ナＯ
．２

（鳩：油狩箏汽妻暮）

１９８０年代

（１９８２～８４年平均）

カリフォルニア２２
．Ｏ

ニューヨーク７
．８

テ　キ　サ　ス６
．９

マサチューセッツ　５
．４

ミ　　　　　ズ　　　　　ー　　　　　　リ　　　　５ ．１

コネチカット４
．８

ヴァージニア４
．５

フロリダ３
．７

メリーランド３
．１

オ　ハ　イ　オ２
．８

ペンシルベニア　２
．８

ワシントン２
．８

ニュージャージ　２
．５

ジヨージア２
．１

インディアナ１
．９

　ン　ガ　 ノ　１
．７

ミンシツピ１
．６

カ　　　　　ン　　　　ザ　　　　　ス　　　１ ．５

　ネ　ソ　タユ
．４

ルイシアナ１
．４

イ　リ　ノ　イユ
．３

ア　リ　ゾ　ナユ
．３

コ　ロ　ラ　ド０
．９

ア　ラ　バ　マＯ
．９

ウィスコンシン　Ｏ
．８

ノースカロライナ　Ｏ
．７

テ　ネ　シ　 ーＯ
．７

ユ　　　　　タ　Ｏ
．５

オクラホマＯ
．５

ニューハンプシャ　Ｏ
．５

メ　　　ー　　　ン　Ｏ
．５

アーカンソーＯ
．５

ニューメキシコ
　Ｏ ．４

サウスカロライナ　Ｏ
．４

ケンタ ッキーＯ
．４

ア　イ　オ　ワＯ
．３

ロードアイランド　Ｏ
．３

デ　　　　ラ　　　　ウ　　　　ェ　　　　ア　　　　Ｏ ．２

オ　　　　　　レ　　　　　ゴ　　　　　　ン　　　　Ｏ ．２

ヴァーモントＯ
．２

（奈鵡こ灘臓姜宗了）

（出所）Ｍｉｃｈａｅ１Ｊ ｌ　Ｂｒｅｈｅｎｅｙ，Ｄ批舳厄工声舳〃舳舳６Ｒ３ｇゴｏ舳Ｚ　Ｄ舳Ｚｏク舳〃，１９８８，Ｐ
１８０

などであ って，軍需シェアの停滞している他の南部諸州と明暗を分けている 。

東部諸州では，五大湖岸５州と同じ伝統的な重工業地帯に属するニューヨーク ・ニュージャー

ジ両州の軍需シェアが，この問に１６ ．８％から１０．３％に減少した（したがって第二次大戦の兵器廠と

なっ た伝統的重工業地帯７州の軍需シェアは，戦後４０年の間に５６％から２１ ．６％まで低落したこととなる）。

他方同じ東部でも ，ニューイングランドの３州（マサチ ューセ ッツ ・コネチヵ ツト ・ニューハンプシ

　　　　　　　　　　　　　　　　２）ヤ）の軍需シェアは，７ ．５％から１０．７％に上伸するという対躁的な動きを示した 。

（２８９）



　２０　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第５号）

　地域経済学者のアン ・マークセンの名付ける「カンベルト」　　 ニューインクラントから東海

岸を南下し，ワシントンＤＣからフロリダにいたり ，アトランタ ・ハンツビルなど南部のいく

つかの軍需拠点都市をステ ップし，テキサス ・コロラドにいたり ，こんどは西海岸をロスアンジ

ェルスからシアトルまで北上する　　ちょうと伝統的重工業地帯をとりまくかたちでカウボーイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
のガンベルトのように連なる地帯が，軍需を吸引する新興地帯として躍進したのである 。

　立地運動のメカニスム

　戦後，国防総省の調達兵器は，戦車 ・航空機 ・銃砲といっ た在来型兵器から核兵器体系を典型

とする巨大なハイテク兵器に大きくシフトした。実際，調達額中の在来型兵器の比重は，１９５３年

にはまだ５０％を占めていたが，８０年には１３％に急減し，かわりにミサイルの比重が１％から２０％

へ， エレクトロニクス ・通信機器の比重が１１％から２２％に急伸した。したがって戦後の軍需資本

の立地は，この大型のハイテク兵器の生産の必要に大きく制約されることとなっ た。

　軍需資本の立地運動は，市場の自由競争を前提にした立地理論（たとえばヴ ァーノンのプロダク

ト・ ライフサイクル理論など）からは単純に説明できない特殊性をもっ ている 。

　なぜなら「コストよりも性能を」「緊急な開発を」「核攻撃のもとでも生き残れる軍需産業基盤

を」という軍部の要求によっ て， 兵器生産のはあい，民需部門のようにコスト切り下げ競争の圧

力が働きにくい。また安全保障の観点から，軍需工場の安易な「外国への逃避」は許されないし ，

労働組合の要求が賃上げにとどまっ ているかぎり ，賃金コストは価格に上乗せできるので，組合

の力をそれほど恐れる必要もない。また軍需産業はフォロー・ オン体制を追求するなど，たえず

ハイテクの最新段階を追求し，「プロダクト ・サイクル」の初期段階（試作実験期から技術革新期）

にととまろうとする。したがって，民需部門の企業は，新製品の生産工程が安定し大量生産が可

能になると ，単純労働の投入で足りる大量生産工程は低賃金労働者の多い「後進地域」に移そう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
とするが，軍需企業のばあい，そのようなインセンティブは働きにくくなる 。

　それでは，大型のハイテク兵器の生産には，どのような地域特性が必要となっ たのか。第１に ，

航空機やミサイルを年中野外でテストするために，広大な土地のある温暖な未開地域が求められ

るようになっ た。 この指標からは，米国の南縁部の過疎地帯が浮上することになる 。

　第２に，兵器のハイテク化とともに，優秀なハイテク技術者を引きつけることが不可欠となる 。

この指標からすると ，知的文化的水準とアメニティ度の高い豊かな白人地帯が有利となる 。

　第３に，すでに軍事基地や軍事研究機関の立地している地域の近くが有利となる。そこでは軍

需企業と軍事施設との共同開発や共同実験が容易となるからである。この指標からすると ，中ソ

封じこめ戦略の関係で軍事施設の多い大西洋岸と太平洋岸の両岸部地帯が浮上することになる 。

　第４に，兵器生産にはコストよりも性能や納期が重視されるようになると，ストライキやサボ

タージュの心配の少なく軍部への忠誠心の強い保守的な地域が選好されるようになる。この指標

からすると ，国防族議員の出身地域や軍需企業の誘致に執心な地域　　伝統的に労働運動 ・平和

運動の弱い南部や西部が有利となる 。

　こうして伝統的な重工業地帯の外側　　両岸部から南縁部にかけての人口の比較的少ない白人

地帯に，連邦政府の設置した軍事施設と連動するかたちで，新たな軍需ハイテク地帯が形成され
　　　　　　５）
ることとなっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０）
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　資本の移動には，労働力の移動が伴 った。とくに科学者 ・技術者のばあい，全米的な労働市場

が成立しており ，単純労働者にくらべて流動性が高い。中西部の伝統的な製造業地帯の大学など

で養成された科学技術人材は，軍需企業 ・研究施設の豊富な研究開発資金と高賃金に魅せられて
，

大量にガンベルトヘ「頭脳流出」してい った。じじつ６０年代中期の調査によると ，アリゾナ ・コ

ロラド ・フロリダに立地する軍需企業３社の科学技術者の８０％は，州外からリクルートされてき

た人材であ った。彼らの求人費用 ・移住費用は，軍需契約で連邦政府が支払うことが一般的であ

ったし，移住先で必要となるさまざまな社会資本（学校 ・建物 ・道路など）づくりの相当部分も連
　　　　　　　６

１

邦政府が負担した。このようにガンベルトヘの資本と労働力の大規模な移動は，連邦政府の財政

支出によっ て支えられたのである 。

　核戦略にもとづく地域拡散政策

　国家総動員態勢のもと ，米国の経済資源を戦争のために完全利用するために，軍需産業を失業

者の多い南部などの後進地域に散開しようとする政策は，第２次大戦時に始まっ た。 敵の来襲に

備え，かつ労働力不足に対処するという理由で，航空機工場が内陸部に多数作られた（Ｗｉ．ｈｉｔ。 ，
Ｄ．１１。。 Ｆ。。ｔ　Ｗ。。ｔｈ，Ｓｔ　Ｌ．ｕ１。，Ｋ．ｎ。。。 Ｃ１ｔｙ，Ｔ．１。。 なと）。 戦後も ，１９４８年にホーインク社は，新型の

Ｂ－３６爆撃機を本拠のシアトルではなくウイチタエ場（カンザス州）で製造するなど，この地域拡

散政策は継続された 。

　地域拡散政策の文字通りの実行は，既存の軍需産業都市にとっ ては，雇用喪失を意味し，地域

の死活問題であ った。そこで既存の軍需産業都市側は，軍需産業都市の防空網の強化を優先し ，

地域拡散は，同一地域内部の人口過密地から過疎地への拡散にとどめるべきだと主張した 。

　ソ連の水爆と弾道ミサイル開発によっ て， この論争は転換した。同一地域内の拡散程度の対応

では，ソ連による水爆攻撃から軍需産業基盤を守ることができないことが明確になっ てきたので

ある 。１９５６年１月軍事動員局が，軍需産業の拡散政策にかんして，同一地域内ではなく ，地域間

の拡散　　より大規模な拡散をはかることを原則とするというカイトラインをうちだした。以後 ，

６０年代には，この政策にもとづき軍需産業の拡散が奨励され，ガンベルトの形成に一定の役割を

はたすことになる 。

　この政策は，軍事的必要の名のもとで，経済的には合理的ではない地点への軍需工場の立地を

容認 ・支援する性格をもち，輸送費の上昇，生産コストの暴騰を招く一因とな った。また地域の

内発的な産業連関を無視することから，他律的な「モノカルチ ュア」的性格をもつ「飛び地」経
　　　　　　　　　　　　　　　　７

１

済を随所でうみだす要因にもな った 。

　この拡散政策にたいして，あらたに旧軍需産業地帯（とくにニューイングランドの繊維 ・軍服メー

カーなど）から，拡散の制限策として提起されてきたのが，工場流出の結果生み出された高失業

地帯には，「国防人的資源政策第４号」命令（５２年２月）にもとづく労働力政策の観点から軍需を

優先配分すべきだという主張である。これにたいして，サウスカロライナ州のメイバンク上院議

員を中心とする新興の「ガンベルト派」は，「人的資源の有効活用」政策は，軍需 コストを増加

させない範囲で運用すべきだという修正案を成立させて，実質的に□日軍需産業地帯」の反撃を
　　　　　　　　８〕
封じこめてしまっ た。

　ただしこのメイバンク修正には，経済的コストを無視してまで拡散を強行する根拠を奪 ってい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９１）



　２２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第５号）

る側面がある。これに加えてソ連側の核戦力の増強によっ て， 拡散政策によっ て核攻撃から生き

残るという則提自体が疑問視されるようになると ，地域拡散政策はしだいに勢いを失うようにな

った。なお，１９５０年代からキ ューバ危機にいたる時期には，大都市地域への核攻撃の恐怖が，市

民の問で核シェ ルターの建設ブームを呼び，大都市住民が「より安全」な郊外へと流出する傾向
　　　　　　　　　　　９）
に拍車をかけたといわれる 。

２． 在来型製造業地帯の軍需はなぜ減少したのか

　第２次大戦中の最大の軍需産業地帯

　米国最大の製造業地帯として知られるシカゴからバファローやデイトンにいたる五大湖岸地域

は， 航空機産業揺らんの地でもある。オハイオ州のデイトンは，元来ライト兄弟が，地場の自転

車メーカーをバッ クに最初の航空機メーカー（のちのヵ一チス ・ライト社）をつくっ たところであ

るし，自動車メーカーのフォード社は，１９２０年代末には航空機市場のシェアの５０％をにぎる航空

機のトッ プ・ メーカーでもあ った。このような実績を背景に第２次大戦中に，五大湖岸地域は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
米国最大の軍需産業地帯，ｒ民主王義の兵器廠」となっ た。

　たとえば全米第３位の軍需メーカーとな ったフォード社は，大戦中に８６８５機の軍用機，５ ．８万

台の航空機エンジン，数十万台の戦車 ・軍用車をお得意の大量生産方式で製造した。当時世界最

大といわれた傘下のウイローラン（Ｗｉｌｌｏｗ　Ｒｕｎ）工場では，不熟練労働者を大量動員し，自動車

生産と類似した方式で月産４００機をこえるリベレーター爆撃機を大量生産した。ＧＭ社は ，１３８

億ドルの軍需を獲得した第１位の軍需メーカーであ ったし，クライスラー社は第７位の軍需メー

カー であ った。この地では，慣れない仕事に汗を流す銃後のヒロイン「リベットエのロジ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
（Ｒｏ・ｉｅ Ｒｉ・ｅｔｅ・）の世界が，現出したのである 。

　航空機産業からの撤退

　このような実績がありながら，五大湖岸の自動車メーカーは，戦後なぜ，航空機産業にふみと

どまり ，航空宇宙産業の方向へと進出していかなかったのだろうか 。

　その理由を考えていくと ，戦後の軍事技術の発展方向が，軍用機をますますハイテクの固まり

とし，洗練された職人芸的な「匠の技」を要求するようになっ たという事実につき当たる。標準

化にもとづく大量生産と不熟練労働者の利用を原則とする自動車生産（フォート王義）の文化で

は， 軍部の要求する高性能な芸術作品のような軍用機を作れなくなっ てきたのである。戦後，西

海岸のコンソリディト社などの航空機専業メーカーからは，「フォード社の航空機は間に合わせ

の粗悪晶だ」という非難の声がわきおこっ た。 西海岸の企業は，優秀な熟練工を使ったより手工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
業的な　　フォート主義の大量生産方式とは異なる生産方式を編みだしていた 。

　じじつグラマン社のある技術者は，新鋭戦闘機の製作現場をつぎのように形容している。それ

は， 宇宙船や月面探査船を作るのに似ている。「……それは手作りだ。昔の家内工業と似ていて ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
個々の職人が丹精こめて，一つひとつ作りあげていくのだ」と 。

　他方，戦後のアメリカ社会では民間の自動車需要がもりあがってきた。したがって不得手な分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９２）



　　　　　　　　　　　　　核冷戦は米国地域経済をどう変えたか（藤岡）　　　　　　　　　　　　２３

野から撤退し，勝手知 った，もうけの約束された民需自動車分野に回帰していくのは，自動車メ

ーカーにとっ てある意味では自然な選択であ った。自動車産業に根をは った保守的な寡占的体質

もあり ，産業文化が異なる別世界の航空宇宙分野に進出し，自己変革を迫られるよりは，勝手の

知っ た古巣の世界に戻るほうが得策だと思われたのである 。

　宇宙産業への進出の挫折

　自動車産業が，航空宇宙産業に進出する一つの機会が，１９５０年代中期に訪れた。水爆を装着し

た大陸間の長距離ミサイルをだれが，どのようにして開発するかをめぐっ て， 当時陸軍と空軍と

のあいだで，はげしい勢力争いが展開されていた。空軍は，ｒミサイル将軍」バーナード ・シュ

ライハーを中 。し・に，ロスアンシェルスの航空宇宙産業界と結ひついて，弾道弾ミサイル ・アトラ

ス開発計画を推進していた 。

　他方，ミサイルを大砲の一種と考えた陸軍は，この空軍構想に対抗しようとした。アラバマ州

ハンツビルの国営の（陸軍）レ ッドストーン兵器廠を拠点にナチスのロケ ット学者のフォン ・ブ

ラウンらを使って，独白の弾道ミサイルや巡航ミサイルを開発しようとしたのである。この開発

計画には，戦車の納入でかねてから陸軍と関係の深いクライスラー杜が深くかかわ っていた 。

　これにたいして，空軍と結ひつく西海岸の航空宇宙産業は，陸軍の構想は「国有工場を軸にし

たソ連型の計画で，非アメリカ的だ」といっ た非難を浴びせ，陸軍 一クライスラー社の宇宙進出

の夢をつぶしてしまっ た。 こうしてロスアンジェルスを核として西海岸に集中する民問の航空宇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
宙メーカー が， 空軍をバッ クにして航空宇宙産業の主流となる方向が確定することになる 。

　なお自動車メーカーのなかで宇宙産業に橋頭塗を確保しえた唯一の例外がフォード社であ った 。

いっ たん航空機産業から撤退していたフォード社は，航空機産業が宇宙分野に大きく成長してい

く情勢をみて，方針をふたたび転換した。１９５０年代はじめに，カリフォルニアのハイテク ・メー

カーを買収して，子会社としてフォード航空宇宙（Ｆｏ．ｄ　Ａｅ．ｏ．ｐａｃｅ）社を設立したのである。そ

の後，同社は航空宇宙産業界の一角を占める有力企業に成長するが，同社をテトロイトの企業文

化， フォード主義の風土とは手を切 った別会社として育てたことが，その成功の秘密だといわれ
１５）

る。

　技術的恩恵に乏しい戦車生産

　中西部の自動車産業にとっ て， 残された伝統的な軍需分野は戦車生産であ った。最新鋭の戦車

つくりのための連邦資金の投入は，みるべき技術波及をもたらし，自動車産業の国際競争力の強

化に役だったのであろうか。Ｍ－１エイブラムズ戦車開発の歴史をみてみよう 。

　Ｍ－６０戦車の後継機種としてクライスラー社が１９７６年に陸軍に売り込んだのが，Ｍ－１の開発計

画である。ミシガン州ウォーレンのクライスラー社の戦車工場が，開発現場となっ た。 ソ連の新

鋭丁一６２戦車に対抗できるようにと ，１５００馬力のガスタービンエンジンを搭載し，６２トンの巨体

ながら最高時速５０マイルで走行し，１５メートルで停止できるという性能が売り物であ った。しか

し， （Ｄガスタービンは，猛烈な騒音とともに７００度の熱風を吹き出し，周辺を危険にさらすこと ，

　Ｍ－６０戦車の２倍のスピードでガソリンを消費すること ，　価格は，Ｍ－６０の２～３倍の１台

２７０万～３００万ドルに上昇することが判明したため，開発は難航をきわめた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９３）



　２４　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第５号）

　Ｍ－１のめざした技術開発の方向は，より静かで，より安全で，より低燃費で，より安価な自

動車づくりを目標とするクライスラー社の民需部門の開発方針とは正反対のものであり ，技術の

スピンオフの成果が生まれなかったのも当然であ った。１５年の歳月と数十億ドルの研究開発費を

投じたこの開発計画は，クライスラー社にとっ て， 結局お荷物となり ，同杜は，１９８２年に戦車分

野から撤退する決断をし，ウォーレンエ場を軍需専業のゼネラル ・ダイナミクス（ＧＤ）社に売

り払ってしまっ た。 戦車分野で獲得した膨大な研究開発資金は，クライスラー杜の国際競争力の

強化には，ほとんど役に立たなかったのである。なおこの事業をひきついだＧＤ社は，純軍事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）的視点で１台３００万ドルの戦車を７０００台生産し，相当の収益をあけたという 。

　このように自動車産業のはあい軍需生産は，航空宇宙産業とは異なり ，ほとんと民需分野への

技術波及をうみださなかったこと ，軍民の間を分かつ壁が早くから強固に形成されていたことが

分かる 。

　以上まとめると ，在来型兵器生産の中心地帯であ った五大湖岸地方が，アイゼンハワーの核ミ

サイルによる対ソ抑止という新戦略にこたえて，ハイテク宇宙兵器分野にのりだすことは至難で

あり ，むしろ戦後の民間需要の高まりにこたえて，在来型技術にもとずく民需企業に転換してい

く道を選んだ。中西部の軍需シェァの急減は，その反映であ った 。

　その結果，米国では，マイクロ ・エレクトロニクス（ＭＥ）革命は，五大湖岸の在来型家庭電

機産業や自動車産業とは，産業的にも地域的にも切り離されたガンベルトの原子力 一航空宇宙産

業を母体に展開することになる。在来型家電と電子産業とが地域的にも産業的にも密接に結び付

いて裾野の広い展開を示した日本にたいして，米国のばあい，在来型製造業がＭＥ革命の展開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）から立ち遅れる傾向を示したとされるが，その原因のひとつがここにある 。

３． 航空宇宙一通信　電子産業地帯の興隆

　したがって在来型の製造業地域の外周部のカンベルトに，核兵器システムの生み落とした航空

宇宙　通信　電子産業が根づくことになる 。

　以下各地域ごとに分析してみよう 。

　航空宇宙産業のメッカ　　ロスアンジェルス

　温暖な気侯と安価で広大な土地をもつこの地には，１９２０年代にダグラス社とロッ キード社が生

まれ（両社から後にノースロッ プ社が派生する），３０年代にはノース ・アメリカン社（後のロッ

クウェ ル社）とヒューズ航空社が創業した。そして第２次大戦中になると ，軍事機密を守りつつ

試験飛行が通年できること，東アジァでの戦争を遂行する空軍基地が密集していたことから ，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
の地は航空機産業のメ ソカに成長する 。

　戦後この地の航空機産業は，五大湖岸のように民需に転換せず，朝鮮戦争後のミサイル革命を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）きっ かけに，宇宙産業の方向に展開することに成功していっ た。

　１９５４～６１年にかけて宇宙分野への展開に成功しえた航空機の機体メーカーは，次の５社にすぎ

なか った。すなわちアトラス ・ロケ ットを開発したコンベァ社（サンディェゴ），ポラリスを開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９４）
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したロッ キード社（ロスアンジェルス），タイタンを開発したマーティン杜（ロス），ハウントド ッ

グを開発したノースアメリカン社（ロス），それにミニットマンを開発したボーイング社（シアト

ル）である。率先して航空宇宙産業に転身できた機体メーカーはすべて西海岸の企業であること ，

その８割が，ロスーサンディエゴ地域に集中していることが印象的である 。

　その結果，この地域は全米で最大の航空宇宙産業地帯に変貌をとげた。たとえば１９６２年のロス

アンジュルス，オレンジ両郡の製造業雇用数の４３％は，航空宇宙分野の政府発注に依存したもの

であ ったし，隣のサンディエゴ郡のばあい，製造業雇用の７５％は，航空宇宙産業に関連したもの
　　　２０〕
であ った。８０年代に入 っても ，広大なロスアンジェルス盆地の雇用総数の７ ．７％が，航空宇宙産

業に直接従事していた 。

　総じて東海岸の機体メーカーが宇宙への展開に失敗したのにたいして，なぜこの地のメーカー

だけが圧倒的な成功を博したのか。航空機メーカーの集積の実績に加えて，空軍の戦略ミサイル

派重鎮のシュライバー将軍が，５４年に空軍の航空研究開発司令部西部本部をイングルウ ッドに設

けたことから，アトラスミサイル開発の拠点としての雪だるま効果がうまれてきたこと ，ダグラ

ス社から４８年に，空軍戦略を策定するシンクタンクとして知られるランド ・コーポレイシ ョンが

生まれたこと ，ロケ ットエ学の研究のメ ッカといわれるカリフォルニアエ科大学（Ｃ
・１ｔ・・ｈ）が存

在していたことなどがあげられる。マサチ ューセ ッッエ科大学が，ルート１２８にコンピュータ産

業を生みだし，スタンフォード大学がシリコンバレーに半導体産業を生みおとしたとすれば，カ

ルテ ック（Ｃ
ａ１ｔｅｃｈ）は，ロスアンジェルスに「航空宇宙通り」（Ａｅｒｏｓｐａｃｅ　Ａ１１ｅｙ一西 ロスアン

ジェルスからイングルウ ッドをとお って，ロングビーチからオレンジ郡北西部にいたる州際４０５

号道路沿いの航空宇宙産業地帯）を生みだしたといわれる 。

　ミサイルがコンピュータと通信機器の固まりであることは航空機の比ではない。したがって宇

宙産業に展開するにつれて，この地には，軍用電子 ・通信機器メーカーが蝿集してくるのも当然

である。こうしてこの地は，航空宇宙一通信一電子産業が複合しながら凝集する典型的な地域と

　　　　　２１ 」

なっ ていっ た。

　半導体産業のネ ントワーク型拠点　　シリコンハレー

　サンフランシスコ南東部のパロ ・アルトからサンタ ・クララ郡にいたる一帯は，純然たる農村

地帯から第２次大戦後に半導体産業のメ ッカ ・シリコンバレーへと「奇跡の急成長」をとげたと

ころである。その発展の秘密はどこにあ ったのか 。

　第１の原動力は，この地にあ ったスタンフォード大学の工学部長フレデリッ ク・ ターマンが ，

１９５１年大学の敷地に「産業パーク」を開設し，彼のペンタゴン ・コネクシ ョンを活かして，エレ

クトロニクス関係の企業を誘致しだしたことである。５５年には東海岸のベル研究所でソリッ ド・

ステイトのトランジスタ開発に中心的役割をはたしていたウイリアム ・シ ョッ クリを引き抜き ，

ミサイル誘導 ・通信のためのシ ョッ クリ研究所を開設させ，この地が半導体産業のメッ カとなる

　　　　　　　　２２
きっ かけをつくっ た。

　この地に生まれかけた半導体産業が，冷戦下の大陸問弾道ミサイル ・システムづくりを担う戦

略的産業と位置付けられ，軍部が豊富なベンチャー資本と市場を提供することによっ て， この地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３
の半導体産業を支えたことが，第２の原動力となっ た。 ５６年にはロッ キード社のミサイル宇宙部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９５）



　２６　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第５号）

門がロスアンジェ ルスからシンリンバレーの中心地のサニベイルに移転し，６０年代半ばには２ ．５

万人を雇うこの地域最大の企業とな った。ロッ キード杜のポラリス弾道ミサイル計画を支えるべ
く， 多数の下請け企業群も ，この地にや ってきた。６０年代前半までは，この地で製造された半導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
体はほとんどすべて国防総省に買い上げられた 。

　第３に，シリコンハレーにとっ て幸いだ ったことは，半導体技術は，核兵器システムの中枢で

はなく周辺部の技術だったことである。そのため，軍部は，半導体の技術開発を国防機密の対象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）にせず，技術情報の拡散と普及を妨げる方針をとらなか った。半導体技術は，「産業の米」と呼

ばれるほどの汎用性と発展性に富む技術であ っただけに，この汎用技術の可能性を汲みつくすべ
く， さまざまなベンチャー資本がこの地に集まることになっ た。

　第４の原動力になっ たのは，この地に虫胃集してきた半導体 ・ベンチャー企業には，企業家精神

に富む中小企業が多く ，これら中小企業が開放的な競争的協同のネ ソトワークを形成し，独特の
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
不ツトワーク（協業と分業と学習）型の生産力を発揮しだしたことである。この開放的なネ ットワ

ークのおかげで，この地は，技術情報を学習するスピード，異業種交流のなかから新しい技術を

生み出すスピードが早く ，事態の変化に機敏に対応する能力に優れた地域となっ ている。この地

の軍民両用の大手企業が，７０年代中葉からのコンピュータのダウンサイジンクといっ た新たな技

術動向に柔軟に対応することができたのも ，ネ ットワーク型産業基盤によるところが大きいとい

われる 。

　この地のハイテク企業群は，核兵器システム構築の必要から生み出されたものの，軍需の拘束

から比較的早期に自立し，民需ないし両用分野の方向へ大きく雄飛していっ た　　これが，この
　　　　　　　　　　　　２７）
地の産業発展の特徴であ った 。

　ホーインクのつくった航空機都市　　シアトル

　西海岸の北端のシアトルには，世界最大の航空機メーカーのボーイング杜の拠点工場群がある 。

１９１６年にウイリアム ・ボーインクがこの地に航空機工場を開設するが，第２次大戦中は，この地
は， ４基のエンジンを備えた大型爆撃機 ・輸送機（Ｂ－２９）の大量製造に特化した。「空の超要塞」

と呼ばれたＢ－２９は，日本空襲の爆弾量の９５％を運ぶことで対日戦勝に貢献した 。

　シアトルは孤立した都市であり ，周囲に部品メーカーのネ ソトワークがないなど，ロスアンジ

ェルスとくらべて，地の利に恵まれていない。戦後ボーイング社は，その活動範囲を軍事技術の

波及効果を受けやすい軍民両用分野にたくみに限定する企業戦略をとることで，この不利を克服

することに成功する。じじつボーイング社は，スピンオフの困難な先端分野（超高速戦闘機や戦

略爆撃機，原子力推進航空機の開発 ・製造など）には深入りすることを避け，大型の軍用ジェッ

ト輸送機の技術を，民需用の大型ジェット飛行機づくりに巧みに転用することで民問機のトッ

プ・ メーカーの地位を確立することができた 。

　また軍需部門の悪しき影響が民需部門に浸透することを避けるために，両部門を空間的に隔離

する方針をとっ ている。すなわちソ連の空襲を避けるために軍需工場は内陸部に移すようにとい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）う軍部の要請もあ って，軍用機は，主としてカンザス州ウイチタエ場で製造されている 。

（２９６）
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　東海岸の軍需産業の拠点　　ニューインクランド

　他方，全般的に軍需依存度の低下した北東部にあ って，ニューイングランドは独自の動きを示

した。すなわちニューインクラントは，伝統的重工業地帯と異なり ，１９３０年代から王力産業たる

繊維 ・靴産業の空洞化に直面しはじめていたため，その穴埋めとして軍需ハイテク企業の誘致に
　　　　　　　　　　　　　　　２９、
つとめ，軍需依存を高めたのである 。

　ニューヨーク市東部のロングアイランド半島には，海軍用戦闘機で知られるグラマン社（９４年

５月にノースロッ プと合併）とスペリー社（８６年にユニシズ（Ｕｎｉｓｙｓ）社となる）を双壁とす

　　　　　　　　　　　　　　３０、
る航空機産業地帯が広がっている。在来型の精密機械産業のメッ カであ った コネチカ ット州でも ，

銃器メーカーのプラ ット＆ホイトニー（ユナイテ ッド ・テクノロジ社の傘下）が世界最大のジェッ

トエンジン ・メーカーに変身し，ゼネラル ・エレクトリッ ク杜のリンおよびピ ッツフィールドの

工場（いずれもマサチ ューセ ッッ州）とともに，全米のジェット ・エンジンの生産を独占している 。

またグロントンの潜水艦メーカーだったエレクトリッ ク・ ボート社が，ゼネラル ・ダイナミクス

社に発展し，原潜建造の主力造船所になるなど，海岸部には，軍需造船所が集まっ ている 。

　ボストン近郊には，マサチ ューセ ッッエ科大学を拠点にレーダー通信，航空電子工学の研究開

発拠点が集まっ ていたが，陸軍の弾道ミサイル開発計画やミサイル防衡のＳＡＧＥ計画とからま

って５０年代以降にこの地にも莫大な研究資金が投じられるようになっ た。 この軍需資金に支えら

れてレイセオン杜が代表的なミサイル ・メーカーに発展をとげたし，デジタル ・エクイ ップメン

ト，
ワンク（Ｗａｎｇ），アウコ（Ａ・・ｏ　Ｓｙ・ｔｅｍ・）といっ たコンピュータ ・メーカー 軍事エレクト

ロニクス企業も生まれてきた。ボストンを取り囲むこの地域は「ルート１２８」と呼ばれ，西海岸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１〕
のシリコンバレーと並ぶ代表的な軍需ハイテク地帯に発展をとげた 。

　しかしこの地のハイテク企業は，汎用性に富むシリコンバレーの企業群よりも ，長期問 ・より

濃密なかたちで軍需部門に取りこまれる傾向があ った。より閉鎖的で硬直的な軍需企業としての

特徴を色濃くおひたわけである。そのためシリコンハレーのハイテク企業群のように，企業問で

ネソ トーワークを取り結ひ，内部から新たな技術と産業をおこしたり ，民需転換を進めていく柔

軟な活力を発揮することができず，民需部門で激しく進むコンピュータのタウンサイシンク　ネ

ットワーク化 ・オープンシステム ・分散処理化 ・マルチメディア化のうごきに乗り遅れる傾向を

　　　　　　　３２）
強めたといわれる 。

　自由世界の字宙首都　　コロラドスプリンクス

　航空宇宙局（ＮＡＳＡ）の発注する８９年度の主契約額の分布をみると ，第１位がカリフォルニア ，

第２位がテキサス，第３位がフロリダであり ，以下アラバマ ・ニュージャージ ・ユタ ・コロラド

の諸州といっ た順に続いている。宇宙産業の中心地帯も ，見事にガンベルトと重なっ ているので
　３３）

ある 。

　テキサス州のヒューストンでは，１９６２年にジ ョンソン宇宙センターが開設され，８０年代には平

均１万人を雇用した。その周囲には，ボーイングやフォードの航空宇宙事業部など航空宇宙企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４〕
やエレクトロニクス ・通信企業が集まっ た。 南東部辺境のフロリダでも ，１９６０年代以降，カナベ

ラル岬への宇宙ロケ ットセンターの立地を契機に，その南方の「シリコン ・コースト」，その西

からタンパにいたる「黄金地帯」に宇宙 ・通信産業が展開するようになっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９７）



　２８　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第５号）

　ここでは，統合宇宙司令部の立地するコロラド州南部のコロラドスプリングスにしぼって，冷

戦態勢が，このロッ キー山麓の保養都市をどのように変えたかを追ってみたい 。

　１９３０年代末のコロラドスプリングスは，不況下で空き家のめだつ住民３．５万人のさびれた観

光・ 保養都市であ った。転換点は，第２次大戦突入以来，町のブースター（開発 ・不動産業者） ・

政治家が推し進めた軍事基地の誘致であ った。４２年に町の南に陸軍のカーソン基地を，４８年に東

側にペターソン航空基地を誘致し，５４年には町の北側に空軍将校を養成する巨大な空軍アカデミ
　　　　　　　　　　　　３５）
一を誘致することに成功する 。

　冷戦の開始とともに，軍部はソ運の戦略核攻撃から本土を防衛する防空司令部を設置する場所

の選定に入 った。不意打ちを受けにくい内陸部で戦略空軍司令部のあるオマハ（ネブラスカ州）

に近い地点，軍部に好意的な地域というのが選疋基準であ った。こうして核兵器システムの神経

系統（Ｃ３Ｉ）の中枢ともいうべき統合防空司令部（５７年にカナダをまきこんで北米防空司令部

ＮＯＲＡＤに発展）が，町の南西部のチ ェイニ山の堅い岩盤を深く掘り下げたところに建設され

ることになっ た。 この「地下の要塞都市」の建設は５０年代後半に進んだ。このような動きにとも

ない人口は７０年には１５ ．１万人，８０年には２６万人，８５年には３０．６万人へと激増していっ た。 ８７年の

データによると ，軍関係者が，この地の労働力の３０％を占め，軍需産業，軍事建設も含めると ，

この地の経済活動の過半は，ペンタゴンが誘発したものだといわれる 。

　７０年代の軍縮期に入ると ，この地の開発業者は，人口の流入による地価の上昇を維持するため
に， 西海岸のハイテク企業の分工場を熱心に誘致するようになる。その際の売り文句が，「自由

世界を守る宇宙首都」づくりであ った。６２年にヒューレ ット ・パッ カート社の分工場が立地した

のをはじめとして６０年代には３社，７０年代には９社，８０年代には９杜が流入し，雇用数は１ ．６万

人に達した（単純な労働力として，カーソン基地などの兵士の妻が大量に採用された）。 ８２年に

は新設の統合宇宙司令部の誘致が決まり ，さらに戦略防衡構想（ＳＤＩ）の国立試験台も ，建設さ

れることにな った。この地が，ＳＤＩの推進拠点にな ってきたのである。８０年代には民需ハイテ

ク資本は工場を海外に移していっ たので，ＳＤＩの受注をめざす軍事ハイテク企業の流入だけが
，

　　　　　　　　３６）
めだつ結果となっ た。

　これらハイテク製造業の生産価額の９７％は，この地域の外に搬出される。また生産価額の５３％

は企業内とりひきである。つまりこの地のハイテクエ場群のほとんどは，本社やペンタゴンとタ

テの系列で結びついた「分工場」なのであり ，地域内の企業を結ぶヨコのネ ットワーク関係，し

たがってまた異業種交流のなかからの融業 ・スピンオフ，新たな技術と産業おこし，ベンチャー

資本の活動といっ た現象がほとんどみられないし，外部の変化に影響されやすい体質をもっ てい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）る。 同じハイテク産業拠点といっ ても ，シリコンバレーとは様相を異にするわけである 。

　ワシントン周辺部への情報産業の集積

　連邦政府の活動に引きよせられるかたちで首都ワシントンの周辺部には，さまざまな情報サ ー

ビス産業が集積してきた。「ネ ットプレ ックス」（情報ネ ットワーク複合体の意味）と呼ばれるこ

の地帯には，９４年の時点で１２０６社のハイテク関連企業が集積し，関連企業数はルート１２８地区を

しのぎ，シリコンバレーに次ぐ規模にまで発展しているという 。とくにペンタゴンからタイソン

ズコーナーをへて西郊のダレス国際空港にいたる地域は，情報システム構築企業やインターネ ッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９８）



　　　　　　　　　　　　核冷戦は米国地域経済をどう変えたか（藤岡）　　　　　　　　　　　　　２９

ト接続業者，オンラインサービス業者，電気通信事業者などが集中し，シリコンバレーに匹敵す

るネ ットワーク型のハイテク産業地帯（ただし製造業ではなく ，サ ービス産業に分類されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　３８ 」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９１
る）に発展する活力を秘めているという 。その動向を紹介した小林知代さんの論説によっ て， こ

の動きを追ってみよう 。

　核戦略を軸にした兵器システムの高度化 ・複雑化にともなっ て， それまで兵器製造や量産技術

などハード面におかれていた軍需の重点は，ソフトウェア開発やシステム設計といっ たソフト面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０１
に移ってきた。１９９０年時点では軍需全体の２０％がサービス部門に向かうようにな ってきた。ペン

タゴンは，ハイテク兵器計画のソフトウェア部分を積極的にアウトソーシング（外部委託）した

結果，ペンタゴンを取り巻くようなかたちで，主要なシステム ・インテグレーダー（情報システ

ム構築）企業が集まるようになっ た。 機密性の高い業務を請け負う企業は，ペンタゴンと密接な

コミュニケーシ ョンを保つ必要があるため，ワシントン近郊に立地したのである 。これがネ ット

プレ ックスの原型であ った 。

　これら軍需ソフトウェア企業群は，９０年代の軍縮期に入ると生き残りをかけて軍民転換を図ろ

うとし，民問企業相手のビジネスを開始した。この軍民転換の動きは，杜内の情報通信網を構築

することで事務労働の合理化 ・省力化をはかろうとする民問企業側のリエンジニアリング要求と

みことに共鳴した。兵器調達　管理の合理化のために開発されたＣＡＬＳ（生産 ・調達　運用支

援統合情報システム）は，民問企業にも ，そのまま使うことができた。こうして軍需システムイ

ンテグレイダーたちは，社内情報通信網の構築や電子取引き（Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅ）システムの

開発など，民需企業のリエンジニアリング要求にこたえることで，民需分野に新たな市場を開拓

するのに成功しつつある 。

　インターネ ットも元来軍事のネ ットワーク通信網から生まれたものであるが，ネ ットプレ ック

スには，インターネ ット関連ビジネスが多数誕生するようになっ た。 光ファイバーの高速情報回

線を提供する新興の電気通信企業，オンライン ・サービス業者，インターネ ットヘの接続サービ

ス業者などが，クリントン政権の「情報スー パー・ ハイウェイ構想」に引きよせられるかたちで ，

ワシントン周辺に集まっ てきた。インターネ ット関連ビジネスは，ワシントンに集積しつつある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１

ｒ

街星通信　宇宙産業とも結ひ付いて，民需分野にもう一つの巨大市場を開拓しつつある 。

　このように軍需によっ て育まれてきたシステムインテグレイダーやインターネ ット関連企業が ，

軍民転換をめざすなかで作りだしてきたネ ットプレ ックス地帯は，軍事部門から自立し，すでに

独自の発展軌道に乗りつつあるようにみえる。この動きはシリコンバレーの発展プロセスと酷似

しており ，ワシントン周辺に「第２のシリコンバレー」を生みだす可能性を秘めている 。

４． 「核の飛び地」型の軍需ハイテク地帯

　航空宇宙一通信一エレクトロニクス複合体のもたらした軍需産業地帯でも ，汎用性の乏しい兵

器の生産地帯では，地域経済から隔絶した軍需ハイテク地帯になっ ていっ たことを説明した。こ

のような傾向が，もっとも鮮明に現れているのが，エネルギー省の管轄する核弾頭の開発 ・生産

複合体の立地地域である。最近の調査にもとづいて，その断面を描きだしてみよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９９）



　３０　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第５号）

　ロスアラモス

　ニューメキシコ州は，１９９０年現在メキシコ（ヒスパニッ ク）系住民が３８％，ネイティブアメリ

カンが９％，黒人 ・アジア系を含めると住民の４９．６％を有色人とメキシコ系で占める半ば砂漢の

辺境地域である 。１９４３年以来，州北部のロスアラモスの４．５万エイカの土地に，４００～６００億ドル

もの巨額の連邦資金が投入されてきた。その結果，周辺経済にどのような影響を与えてきたのか 。

表一２をみると ，ロスアラモスは，白人中産階級中心の豊かなコミュニティを形成しているが ，

ネイティブアメリカンとメキシコ系住民が多数を占める貧しい周辺部の３郡との問に大きな経済

的格差があり ，典型的な二重経済をかたちづくっ ていることがわかる 。

　　　　　　　　　　　　　　表一２　 ロスアラモスの地域経済

有色人 ・ヒスパニッ 失業率 １人当り所得 貧困者率
地　　域 クの住民比 （％，１９９３年） （ドル，ユ９９２年） （％，１９８９年）

（％ ，１９９０年）

ロスアラモス郡 １４ ．６ １． ３ ２８ ，０８７ ２． ４

ポ１二１ギ
８７ ．３ １２ ．８ ユ０ ，３３２ ２７ ．５

４４ ．２ ６． ６ １８ ，５８２ １４ ．６

５３ ．Ｏ ４． ３ ユ９ ，６５０ １３ ．Ｏ

ニューメキシコ州平均 ４９ ．６ ７． ５ １５ ，４５８ ２０ ．６

　（出所）Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａ１．１９９５，ｐ１１２より作成 。

　９０年の時点でロスアラモス国立研究所では１０，９００人が働いているが，そのうち７５％が全米から

集まっ てきた専門家であり ，給与水準は高い。残る２５％は，相対的に低賃金で不安定な単純労働

者層であり ，現地住民が雇われることが多い。研究所は，問接的誘発効果もふくめて，周辺３郡

の雇用総数の３２％を生み出していると推定されている。かれら単純労働者の得る賃金水準は，そ

れでも周辺地域の労働市場の賃金の平均相場からすると割高であり ，労働集約型の企業が，この

地域に流入するのを妨げる役割をはたしている 。

　ニューメキシコ州全体の雇用総数にしめる民需ハイテク産業の雇用比率は，８０年でも１８％に

すぎず，ロスアラモスの活動のおかげで，周辺部に民需ハイテク企業がスピンオフしたり ，吸引

されたりしたという形跡はほとんどみられない。クリントン政権に入ってこの地を舞台に軍事技
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）術の民需部門への移転を試みる一定の施策が行われているが，なおその成果は定かではない 。

　同じハイテク産業のメ ッカであるにもかかわらず，シリコンバレーとのこのきわだった違いは ，

なぜ生じたのか。あるいは同じ少数民族の多い辺境の地域に属していながら，たとえばスペイ

ン・ バスク地方のモンドラゴンにおけるあの協同組合社会との違いは，なぜ生じたのか 。

　第１に，核兵器関連の中枢技術は，あまりにも地球上の生活者の要求からかけ離れたエキソチ

ソクな技術であるために，民需への商業的応用の可能性にとほしく ，周辺経済とのあいだで有機

的な産業連関を取り結びにくいことである。むしろ周辺部のネイティブアメリカンの集落は，研

究所が有害廃棄物を秘密裏に排出してきた環境汚染の歴史に強い不信感をもっ ている 。

　第２に，核拡散防止の必要とむすびついた上位下達の官僚主義と秘密主義の文化が，ロスァラ

モスの研究所に深く根付いており ，研究所の関係者が自由かっ達な起業家精神を発達させ，ベン

チャー企業家として飛躍していくという精神的風土と覇気に欠けている 。

　第３に，孤立した台地（メサ）のうえに立地していることから，軍民転換を励まし支えるよう

な地域経済的条件に欠けていることも大きい。異業種交流の機会が乏しいだけでなく ，新たな技

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３００）
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術と産業とを艀化させていくようなネ ットワーク型のインキ ュベーダー施設や起業をささえるべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
ンチャー金融といっ たインフラも決定的に不足している 。

　ハンフォード

　プルトニウム生産の王力工場としてハンフォート施設の拡張が続いたために，６０年代後半には ，

施設周辺のリッ チランドなど３つの町（Ｔ
ｒｉ－Ｃｉｔｙ）の人口は８万に増大し，コロンビア盆地は ，

かつての半ば砂漠の過疎地帯からワシントン州第３位の２５万人の人口をほこる広域都市地域に変
　　　　　４４）
わっ ていっ た。

　ハンフォード施設は，６０年代末の時点で９０００人程度を直接雇用しており ，これによる間接の雇

用誘発もふくむと ，地元のＴ
ｒｉ－Ｃｉｔｙの仕事の７５％は，ハンフォードに依存するという「原子カ

モノカルチ ュア」の経済をかたちづくっ た。 ９０００人の直接雇用労働者のうち２０００人程度は，ハン

フォード研究所などで開発に従事する高学歴の技術系人材であり ，残る７０００人は，補修などの単

純労働に従事していた。このように従業員は２極に分化していたが，総じて賃金水準は，この地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
域の平均相場よりも２０％程度高く ，労働集約型企業の誘致を困難にしていた 。

　レーガン軍拡のなかでハンフォード施設の雇用数は１４５００人まで増大したが，「原子カモノカル

チュア」の経済構造は，ほとんど変わらなか った。したがって１９８８年２月に最後のＮ炉が閉鎖

され，この地のプルトニウム生産の４５年の歴史に終止符が打たれると ，この地の地域経済には内

発的な産業おこしの力が弱いために，大量の失業者を吸収することができなかった。１９８８年２月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
のこの地域の失業率は１０．４％と州平均（７．３％）を大きくうわまわ った。その後もこの地の失業

率は，９０年の９ ．５５％（州平均は５ ．３３％），９３年の１２ ．２０％（州平均は８．０５％）と州平均を５０％も上ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
わり ，慢性的な高失業地帯となっ ている 。

　リヴァモア研

　湾岸をへだててサンフランシスコの東４０マイル，シリコンバレー からは北へ３０マイルの地点に

リヴ ァモアの町がある 。１９９３年時点の人口は，６ ．２万人で，サンフランシスコ ・シリコンバレー

への通勤者のベットタウンとしても発展している。この町は，１８４９年に開かれて以来，良質のブ

ドウ農園で知られ，今日でも２０００エイカ１４農場をかぞえるブドウ農園とブドウ酒醸造場が最大の

地場産業となっ ている 。

　この町の最大の雇用王は，町の東端にあるローレンス ・リウァモア国立研究所で，９５年現在の

雇用数は８２００人，第２位のサンディア国立研究所リヴ ァモア支所（リヴ ァモア研究所に南接して

いて，エンシニア部門を担当）が１２００人で，核兵器研究所で合計９４００人に達する。この町の製造

業としては，トライアド ・システムズ（コンピュータシステムの下請け企業，７５０人），ケンテ ッ

ク風力発電（Ｋｅｎｔｅｃｈ　Ｗｍｄｐｏｗｅｒ，町の東の峠に７３００台の風車を設置，４００人），ジ ョンソン

コントロールズ（自動車のシート製造，１５０人）がめだつ程度で，国立研究所から民需ハイテク

企業がスピンオフしているようすは見られない。また国立研究所との交流を求めて，ハイテク企

業がこの地に集まっ てくるというようすもない。３０マイルしか離れていないにもかかわらず，シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
リコンバレーとはおよそ異質な経済で，様相はロスアラモスに近いといっ てよい 。

　もっとも地域全体がすでにサンフランシスコ大都市圏のなかに包摂されているので，民需企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０１）
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との共同研究を実施したり ，民需研究の方向に転換するうえでの地理的条件には恵まれている 。

５． 軍産一地域複合体の形成

　こうして伝統的重工業地帯の外縁部に新たに形成された軍需ハイテク地帯に軍需は集中 ・偏在

するようになっ た。

　実際，１９８２～８４年には主契約（元請け）の６０％を上位５州が，８０％を上位１０州が集中するにい

たっ ている。とくに将来の兵器受注をうらなう研究開発契約の受注額でみると ，上位５州がその

６８％，上位１０州がその８１％を集中している 。

　これらの州の内部でも ，高度に軍需に依存した地域は，比較的少数である。しかし少数である

だけに，軍需依存地域から選出される議員は，議会で軍産複合体の利害を先鋭に代弁する。軍産

複合体は軍需依存地域（国防族政治家）と運命共同体を形成することで，その社会的基盤を確か
　　　　　　　　　　　　　　　４９）
なものにする（軍産一地域複合体）。

　軍需ハイテク地帯は，一般に比較的高賃金の熟練工や科学技術者を多く雇用し，逆に単純労働

者やマイノリティ（少数民族） ・婦人を雇用することの少ない世界だといっ てよい 。

　またコンピュータや通信機器なと汎用性の高い分野を除いて，　般に軍需ハイテク地帯は，軍

事技術の過剰発展を反映して周辺の民需経済から隔離され孤立した「飛び地」となる傾向が強い 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
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　　タリア左翼勢力の拠点の「第３のイタリー」における職人的な中小企業ネ ットワーク（たとえばピオ

　　ーリ／セー ブル（山之内靖ほか訳）『第２の産業分水嶺』１９９３年，筑摩書房，２６９～２７２
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　　 一ジ。またこの傾向の一般的概説として，Ｍａｎｕｅ１Ｃ
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　　乃６加ｏＺｏｇｙ，１１；６０〃ｏ舳６ Ｒ６３炉〃６〃ブｚ昭伽３〃６ひブ６伽
一Ｒ
６ｇｚｏ〃”Ｚ　Ｐｍ６鮒，１９８９

，Ｂ１ａｃｋｗｅ１１
，ｃｈａｐ５も

　　参照 。

３３）Ａ１１ｅｎ　Ｊ　Ｓｃｏｔｔ，Ｉｎｔｅｒｒｅｇ１ｏｎａ１Ｓｕｂｃｏｎｔｒａｃｔｍｇ　Ｐａｔｔｅｍｓ　ｍ　ｔｈｅ　Ａｅｒｏｓｐａｃｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，Ｅ６０〃ｏ舳６ Ｇ６０ｇ肌

　　クん以６９－２．１９９３，ｐ．１４３

３４）　Ａｎｄｒｅｗ　Ｋｉｒｂｙ（ｅ吐），丁加Ｐ舳切ｇｏ刀舳４〃３Ｃ〃ど硲１９９２，Ｓａｇｅ，ｐｐ．１２２～１２３

３５）Ｆｒａｎｋ　Ｌ　Ｇｅｒｔｃｈｅｒ／Ｗｌ１１１ａｍ　Ｊ　Ｗｅ１ｄａ，肋ツｏ〃Ｄ３炊閉６６ 丁加Ｐｏ〃伽Ｚ厄６０刎ｏ刎げＭｃ伽ｒ

　　Ｗ；６砂ｏ郷
，１９９０，Ｗｅｓｔｖｉｅｗ，ｐｐ．３１８～３２０

３６）ＡｍＭａｒｋｕｓｅｎｅｔａ１．１９９１，ｐｐ１７６～２０１
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核冷戦は米国地域経済をどう変えたか（藤岡） ３５

Ｍｒ　Ｍａｔｔｅｗ　Ａ１ｂｒ１ｇｈｔ（Ｃｏｍｍｕｎ１ｔｙ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ，Ｌｏｓ　Ａｌａｍｏｓ）からの私の聞き取り

（１９９５年１０月３日 ，Ｌｏｓ　Ａ１ａｍｏｓ）。 ＧＭとの共同研究の試みなとの紹介は，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａｌ ，
Ｃ・加〃９加介・舳 伽Ｃ・〃 ・Ｔゐ・ ル肋・・ジエ ・・ Ａ加舳・・伽ゴ８伽伽Ｎ〃・舳け肋・耐・伽，

１９９５
，

Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ Ｕｒｂａｎ　Ｐｏ１１ｃｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｗｏｒｋｍｇ　Ｐａｐｅｒｎｏ９１，Ｒｕｔｇｅｒｓ　Ｕｎ１ｖ ，ｐｐ５５～５７

詳細は，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ　ｅｔ　ａ１．１９９５，ｐｐ１０７～１２７ ，Ｇｒｅｇ　Ｍｅ１１ｏ／Ｌ１ｓａ　Ｏｂｅｒｔｅｕ丘ｅｒ，丁加Ｃｏ舳舳１０〃

○ヅＺ ０３ ＡＺｏ舳０５！Ｖｏ〃ｏ〃ｏＺ　Ｌｏ６ｏｍ¢ｏ（１ソニｏ　ｏ 戸伽ｃ６〃刎６ハ〃３３ゴｏ〃二 Ｂｏげゴぴ３０〃ゴ０ク戸ｏブ肋加〃６５．１９９２，Ｌｏｓ

Ａ１ａｍｏｓ　Ｓｔｕｄｙ　Ｇｒｏｕｐ（ｍ１ｍｅｏ），ｐｐ　Ｗ－３～Ｖ －５

Ｍｉｃｈｅ１ｅ　Ｓ．Ｇｅｒｂｅｒ，１９９２ラｐｐ．５５～６２

Ａｒｉｓ　Ｐ． Ｃｈｒｉｓｔｏｄｏｕ１ｏｕ，１９７０
，ｐｐ．７～１０

Ｆｒａｎｋ　Ｌ　Ｇｅｒｔｃｈｅｒ／Ｗ１ｎ１ａｍ　Ｊ　Ｗｅ１ｄａ，１９９０，ＰＰ２５２～２５４

Ｊｕｒｇｅｎ　Ｂ
ｒａｕｅｒ，Ｕ　Ｓ　Ｍ

１１１ｔａｒｙ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｍａｔｅｒ１ａ１ｓ　Ｐｒｏｄｕｃｔｌｏｎ　Ｓ１ｔｅｓ　Ｄｏ　Ｔｈｅｙ　Ａｔｔｒａｃｔ　ｏｒ　Ｒｅｐｅａｌ　Ｊｏｂ
ｓ

Ｐ，

〃６〃６伽＆ＧＺｏ加Ｚ８〃がリｏい９９５参照 。
‘‘

Ｌ〃６ブ舳ｏ〃 Ｈｚ吻附Ｗ一閉６ Ｃｏ〃〃び舳６６１８４９ ’二１９９５，Ｌ１ｖｅｒｍｏｒｅ　Ｃｈａｍｂｅｒ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｅｒｃｅ およひ

筆者による聞き取り（Ｌｉｖｅｍｏｒｅ，１９９５年１２月１２日）。

「軍産一地域複合体」の概念については，Ｒｏｇｅｒ　Ｗ．Ｌｏｔｃｈｉｎ（ｅｄ
．）

，丁加〃〃舳〃伽ｏ〃ポひ８
Ｃ〃６５ 加Ｗ；〃伽ゴＰ６０６６．１９８４を見よ 。

（３０５）
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